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平成１７年 ３月期    中間決算短信（連結）        平成１６年１１月９日 

 

上 場 会 社 名         黒崎播磨株式会社              上場取引所     東証１部、福岡 
コ ー ド 番 号                ５３５２                       本社所在都道府県  福岡県 
（ＵＲＬ  http://www.krosaki.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 取締役社長    氏名 平岡 照祥 
問合せ先責任者 役職名 取締役副社長   氏名 木原 誠一郎  ＴＥＬ (０９３)６２２－７２２４ 
決算取締役会開催日 平成１６年１１月９日 
親会社名                （コード番号：       ）   親会社における当社の株式保有比率    ％ 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１． 16 年９月中間期の連結業績（平成１６年 ４月 １日～平成１６年 ９月３０日） 
(1) 連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

     ４０，７６８  11.4
    ３６，６０８   2.5

      ２，２１９   67.3
１，３２６  100.0

       ２，３２０  87.1
１，２４０  97.8

16 年３月期      ７５，６５７          ３，００１         ２，７９６  
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 

たり中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

        ５４０   55.2
３４８   29.9

６．１４ 
３．９７ 

６．１４ 
３．９７ 

16 年３月期 ９０４    170.3 １０．２９ １０．２９ 
(注)①持分法投資損益    16 年９月中間期 ３０百万円 15 年９月中間期  ３３百万円 16 年３月期 ４１百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 16 年９月中間期 87,685,964 株、 15 年９月中間期 87,745,886 株、 
              16 年３月期 87,729,699 株 
    ③会計処理の方法の変更    有 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

６９，６７０ 
７４，２０５ 

２０，３９１ 
１９，３１１ 

２９．３ 
２６．０ 

２３２．５８ 
２２０．１２ 

16 年３月期 ７１，７７９ ２０，１９３ ２８．１ ２３０．２４ 
(注)期末発行済株式数（連結）16 年９月中間期 87,666,559 株、 15 年９月中間期 87,730,608 株、 
                  16 年３月期 87,704,870 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

16 年９月中間期 
15 年９月中間期 

３，２５７ 
３，４６４ 

△１，２７７ 
△１，２９８ 

△１，９６９ 
△３，３００ 

３，１５３ 
２，９４７ 

16 年３月期   １０，１４３ △３，０９１ △７，９９０ ３，１４１ 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ９社  持分法適用非連結子会社数  ０社  持分法適用関連会社数  ２社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  ０社 (除外)  ０社    持分法 (新規)  １社 (除外)  １社 
 
２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 ８２，０００ ４，４００ １，７００ 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  １９円 ３９銭 

 
 
 

※ 上記の予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提、仮定に基づいております。今後発生す

る状況の変化によっては、異なる業績結果となることも予想されますのでご了解下さい。なお、上記業

績予想に関する事項は、添付資料の７ページをご参照下さい。 
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１．企業集団の状況 
 
  当グループ（当社、子会社２２社、関連会社１３社）が営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の 
当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

 
 〔耐火物事業〕 
      当社は耐火物の製造販売、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っております。また、九州耐火煉 
瓦(株)および黒崎炉材(株)（いずれも連結子会社）並びに(株)ＳＮリフラテクチュア東海（持分法適用 
関連会社）は耐火物の製造を行い、当社がこれを買い上げ販売しております。 

   AMR REFRACTARIOS,S.A.（連結子会社）はスペインで耐火物を製造し、欧州市場で主に販売し 
ておりますが、一部は当社を通じ日本市場で販売しております。さらに、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限 
公司（連結子会社）は中国で耐火物を製造し、大半は日本市場へ当社を通して販売しております。 

   黒崎産業(株)（連結子会社）は耐火物製造に係る諸資材、原料を当社へ販売し、黒崎機工(株)（連結 
  子会社）は耐火物製造設備等の製作及びメンテナンスに携わっております。また、Krosaki USA Inc. 
  （連結子会社） は、米国における耐火物等の販売を行っております。さらに菊竹産業(株)（持分法適 
  用関連会社）は耐火物製造に係る外注作業に携わっております。 
 
 〔築炉事業〕 
      当社のファーネス事業部は、各種窯炉の設計施工及び築造修理を行っており、また当社のエンジニ 
  アリング部門及び黒崎機工(株)（連結子会社）は、炉に関する施工機器の製作販売業を行っております。 
 
 〔不動産事業〕 
      当社は不動産事業として社有地に店舗、倉庫等を建設し賃貸を行っております。 
 
  〔ファインセラミックス事業〕 
      当社及び(株)マイクロン、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.（いずれも連結子会社）は、各種産 
業用ファインセラミックスの製造販売を行っております。なお、HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD. 
はマレーシアに製造販売拠点を置いております。 

 
 〔その他の事業〕 
   当社は景観材の輸入販売及び製鉄所向け石灰の製造販売並びに建材事業として住宅用外壁材の製造 
  販売を行っております。 
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  以上の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

当　社
新　日　本　製　鐵　(株)

得
耐火物製品の供給

耐火物製品以外の販売

九  州  耐  火  煉  瓦  (株) 耐火物

黒　　崎　　炉　　材　　(株)

(株)ＳＮリフラテクチュア東海 事   業

耐火物製品の供給・販売

AMR REFRACTARIOS,S.A.

無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司

耐火物製品の販売

意 Krosaki USA Inc.
築　　炉

事　　業

原料・諸資材の供給

黒　　崎　　産　　業　　(株)

不動産
事   業

外注作業・外注工事

菊　　竹　　産　　業　　(株)
ﾌｧｲﾝｾﾗ

先 黒　　崎　　機　　工　　(株) ﾐｯｸｽ
事   業

ﾌｧｲﾝｾﾗﾐｯｸｽ製品販売

(株)　マ　 イ 　ク 　ロ 　ン その他の
事　 業

HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.

製品の流れ（販売） 連結子会社

その他 関連会社（持分法適用会社）

その他の関連当事者
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２．経営方針 
 
  （１）経営の基本方針 
    当社は「世界一の顧客価値の実現」を事業目標に掲げ、お客様に最高の品質と安心をお届けし、 

信頼される企業集団を目指しています。 
    また、あらゆる活動を通じ事業価値向上につとめ、株主の利益に貢献したいと考えています。 
 
  （２）利益分配に関する基本方針 
        当社は、長期的視野に立ち配当を行うべく努力しておりますが、業績を主体に経営環境等を総合 
   的に勘案して決定することとしております。 
    内部留保金につきましては、今後の事業展開、販売体制の整備・強化、新技術・新商品開発、合 

理化・原価低減など長期安定的な経営基盤の確立のために活用したいと考えています。 
 

 （３）目標とする経営指標 
     当社は、平成１５年度を初年度とする３カ年間の中期経営計画を策定しており、目標とする経 
    営指標を以下のとおりとしています。 
      ①連 結 売 上 高：７００億円以上の継続 
      ②連 結 Ｒ Ｏ Ｓ：３％以上の達成 
      ③有利子負債（単体）：２５％削減（平成１７年度末まで） 
      ④総資産（単体）：１０％削減（    〃    ） 

 
  （４）中長期的な会社の経営戦略 

当社は新たなミッションステートメントの制定を踏まえ、平成１５年度を初年度とする３カ年間 

   の「中期経営計画」を策定しました。 

今回の「中期経営計画」では、当社の＜事業目標＞であります「世界一の顧客価値の実現」を達 

成するため以下の３点を重点テーマとして掲げました。 

１．顧客価値の徹底追求～信頼される技術の提供、営業の実践～ 

２．最強の生産・供給体制確立（耐火物事業部門） 

３．健全な事業体質の構築 

 

これらのテーマに則り、主力であります耐火物事業では、国内市場での事業基盤を磐石なものと 

すると同時に、海外市場での拡販に注力します。 

具体的には、国内工場は戦略品種への重点的な設備投資により品質の安定化・生産性の向上に努 

めます。また、中国の生産子会社では、既に投資を決定した新工場を早期に立ち上げ、一昨年度設 

立した海外販売子会社を活用し、北米市場や中国市場を重点的に開拓します。  また、非耐火物事 

業も各事業分野ごとに更に選択と集中を図り、新商品の開発・新市場の開拓を行うことによって、 

全社収益への貢献を計画しています。 

 
 （５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
    当社は、当社および当社グループ全般の重要事項について、原則月１回開催する取締役会、常務 

以上の取締役および関係部門長が出席し随時開催している経営会議で迅速かつ的確な意志決定を行 
える経営体制をとっています。 

    監査役につきましては、取締役会や経営会議など重要な会議に出席するほか、業務執行状況や財 
産状況および経営状況の監査を行っております。また、必要に応じて適宜、子会社の監査役、公認 
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会計士と連携をとり、コーポレートガバナンスの徹底に努めています。また、当社と社外監査役と 
の間には、特別の利害関係はありません。 

    なお、当社は平成１２年４月にハリマセラミック(株)と合併し、平成１４年５月に九州耐火煉瓦 
(株)とアライアンスを行ったことにより、あらためて平成１５年４月に黒崎播磨グループのミッ 
ション・ステートメントを制定し、法令の遵守はもとより、当社グループのステークホルダーすべ 
てに信頼される企業集団を目指すべく啓蒙活動を展開しています。 

 
３．経営成績および財政状況 
 
（１） 経営成績 

 当中間期のわが国経済は、公共投資が引き続き低調であったものの、輸出や国内民間需要が着 
実に増加し、企業収益が改善され、景気が順調に回復してきました。 
 当社の主要得意先であります鉄鋼業界におきましても、国内外の鉄鋼需要が高水準を維持し、 
当中間期の粗鋼生産量は ５，６３６万トンと前年同期に比べ １．７％増加しました。 
 当社の属する耐火物業界におきましては、主要得意先である鉄鋼業界の粗鋼生産量が高位安定 
しているというプラス面がある反面、得意先の操業技術向上および耐火物製品品質向上による耐 
火物需要量の減少に加え、昨年末より耐火物原料価格の高騰というマイナス面があり、依然とし 
て厳しい環境に変わりはありません。 
 
 このような情勢下、当社は平成１５年度を初年度とした３カ年の「中期経営計画」の高位達成 
をめざし、全社一丸となり取り組んで参りました。 

     当中間期におきましては、主力の耐火物事業において、“顧客価値の徹底追求”を図るため、製 
    造・販売・研究開発部門一体となったソリューション提供型の営業を実践するとともに、東芝セラ 
    ミックス(株)とのアライアンス、中国の生産子会社の生産品種拡充などにより、“最適生産体制の 
    深化・調達体制の充実”が完成しつつあります。 
     また、“健全な財務体質の構築”のため、総資産の圧縮（H15.9末 742億円→H16.9末 697億 
    円 ▲45億円）、借入金の削減（H15.9末 201億円→H16.9末 136億円 ▲65億円）を行って 
    おります。 
     さらにはグループ収益最大化の観点から国内関係会社の統廃合（H15.9末 33社→H16.9末 
    24社 ▲9社）を推し進めました。 
     以上により、当中間期の売上高は、前年同期に比べ １１．４％増収の４０７億６８百万円と 
    なりました。また、営業利益につきましては、前年同期に比べ ６７．３％増益の２２億１９百 
    万円となりました。 

セグメント別の状況は、以下のとおりです。 
〔耐火物事業〕 
   売上高につきましては、引き続き製品価格の低下があるものの、昨年度末に行いました東芝セ 
  ラミックス(株)とのアライアンスの結果、鉄鋼向け連続鋳造用耐火物の売上高が増加したこと、 
  また、国内外の拡販が順調であったこと、さらには主要得意先の粗鋼生産量が堅調であったこと 
  により、前年同期に比べ １２．５％増収の２９４億７６百万円となりました。 
   営業利益につきましては、昨年末より原材料価格が急騰していますが、得意先各社のご理解を 
  賜ることにより製品価格への転嫁が進み、また、受注増による操業度効果、さらには上述の“最 
  適生産体制の深化・調達体制の充実”により収益構造の改善が図れ、前年同期に比べ ６８．２ 
  ％増益の１７億５３百万円となりました。 
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〔築炉事業〕 
     建設工事案件の減少などにより、売上高は前年同期に比べ ８．０％減収の５６億１３百万円 
    となりました。 

 営業利益につきましては、間接費圧縮等の経費削減により、前年同期に比べ １３．２％増益 
の５億５０百万円となりました。 

〔不動産事業〕 
売上高は前年同期と同じ ５億１４百万円となりました。 
 また、営業利益につきましては、管理コストの低減により前年同期に比べ ７．２％増益の 
２億５３百万円となりました。 

〔ファインセラミックス事業〕 
     主要得意先である半導体関連産業での市況回復に併せ、液晶関連産業への販路拡大により売上 
    高は前年同期に比べ ３５．２％増収の ３６億８３百万円となりました。 

 また、営業利益につきましても、前年同期に比べ ３０．７％増益の３億８３百万円となりま 
した。 

〔その他の事業〕 
売上高につきましては、建材事業の売上高を当中間期より計上いたしましたので、前年同期に 

    比べ ３７．７％増収の１４億８０百万円となりました。 
また、営業利益につきましても、前年同期に比べ ２２０％増益の４８百万円となりました。 

 
     当中間期の経常利益につきましては、借入金削減に伴う支払利息の減少もあり、前年同期に比 
    べ ８７．１％増益の２３億２０百万円となりました。 

  また、中間純利益につきましては、固定資産減損損失（１２億６７百万円）を計上したことな 
 どにより、前年同期に比べ ５５．２％増益の５億４０百万円に留まりました。 
 
  当期の中間配当につきましては、財務状況および今後の経営計画等を踏まえ慎重に検討した結果、 
 見送らせていただくことといたしました。 

 
（２） 財政状況 

１）当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 
   当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という）は、 
  期末残高３１億５３百万円と前年同期に比べ ２億６百万円増加しました。 
   営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益１０億６５百万円に減価 
  償却費１３億６５百万円、固定資産減損損失１２億６７百万円とこれに法人税等の支払額９ 
  億１３百万円等を加減算した結果、３２億５７百万円の収入（前年中間期は３４億６４百万 
  円の収入）となりました。 
   投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得および株式取得等により、１２億 
  ７７百万円の支出（前年中間期は１２億９８百万円の支出）となりました。 
   財務活動によるキャッシュ・フローは、財務体質の強化を主眼として、借入金の圧縮を目 
  的に営業キャッシュ・フローの残高を返済にまわした結果、１９億６９百万円の支出（前年 
  中間期は３３億円の支出）となりました。 
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２）キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成16年９月期 

株主資本比率（％） ２７．９ ２３．９ ２８．１ ２９．３ 
時価ベースの株主資本比率（％） １５．０ １１．３ ２５．５ ３５．５ 
債務償還年数（年） ４．１ ３．２ １．５ ２．１ 
インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） １２．５ ２０．６ ４２．１ ３９．７ 
（注）株主資本比率          ：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率    ：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数          ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 
 
 ＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
 ＊株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数により算出しております。 
 ＊有利子負債は、利子を支払っているすべての負債（短期借入金、長期借入金）を対象としております。 
 ＊営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを 
使用しており、利息の支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して 
おります。 

 ＊債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。 
 
（３）通期の見通し 
     通期の見通しといたしましては、原油価格の高騰など不透明な要素もありますが、景気回復の 
    基調に変わりはないものと思われます。 
     当グループの主要得意先であります鉄鋼業界におきましても、国内外の旺盛な鉄鋼需要により 
    粗鋼生産量は引き続き高位安定に推移すると思われます。 
     このような状況下、当社は東芝セラミックス(株)とのアライアンスにより、下半期には鉄鋼向 
    け連続鋳造用耐火物（ＡＧ煉瓦）の製造が同社から当社に完全に移管されますが、これをはじめ 
    とした最適生産体制確立の諸施策がさらに収益改善に寄与するものと期待しております。 
     また、耐火物原料価格については、引き続き高騰しておりますが、得意先のご理解を求め、製 
    品価格への転嫁をすすめて参ります。 
     以上により、平成１７年３月期通期の連結業績予想といたしましては、売上高 ８２０億円、 
    経常利益 ４４億円、当期純利益 １７億円を見込んでおります。 
     単独業績予想につきましては、売上高 ７０５億円、経常利益 ２４億円、当期純利益 １１億 
    円を見込んでおります。 
     なお、期末配当金につきましては、増配することとし、１株当たり ３円を見込んでおります。 
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４．中間連結貸借対照表 
 

（単位：百万円、未満切捨） 
当中間連結会計期間末 

 
(平成 16年９月 30日現在) 

前中間連結会計期間末 
 

(平成 15年９月 30日現在) 

 前連結会計年度の          
 要約連結貸借対照表 

(平成 16年３月 31日現在) 
        期 別 
 
 科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
（資産の部） 
 
流 動 資 産 
 現 金 及 び 預 金             
 受取手形及び売掛金並びに 
 完 成 工 事 未 収 入 金 
 有 価 証 券             
 棚 卸 資 産             
 繰 延 税 金 資 産             
 そ の 他             
 貸 倒 引 当 金             
 
  流 動 資 産 合 計          

 
 
 

３，３４４ 
 

１７，９２２ 
１１ 

９，２８０ 
８９２ 
７１０ 

△ １４６ 
 

３２，０１６ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

46.0

 
 
 

３，１４４ 
 

１９，３６２ 
５７ 

１０，３２０ 
８９４ 

１，２９４ 
△ １６５ 

 
３４，９０８ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

47.0 

 
 
 

３，３４２ 
 

１８，６７６ 
３８ 

８，８８３ 
１，０５７ 
１，００６ 
△ ４６５ 

 
３２，５３９ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

45.3 
 
 
固 定 資 産 
 有 形 固 定 資 産         
  建 物 及 び 構 築 物            

  機械装置、窯炉及び運搬具 

  工 具 器 具 備 品            

  土 地            
  建 設 仮 勘 定            
   有形固定資産合計 
 
 無 形 固 定 資 産         
  そ の 他            
   無形固定資産合計 
 
 投資その他の資産 
  投 資 有 価 証 券            
  長 期 貸 付 金            
  繰 延 税 金 資 産            
  そ の 他            
  貸 倒 引 当 金            
   投資その他の資産合計 
 
  固 定 資 産 合 計 

 
 
 
 

１２，８５１ 
９，７９２ 
６２３ 

７，２４０ 
８５２ 

３１，３６０ 
 
 

７４０ 
７４０ 

 
 

３，１５４ 
７２ 
２４５ 

３，０５７ 
△  ９７７ 
５，５５２ 

 
３７，６５４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

54.0 

 
 
 
 

１４，０４２ 
１０，７１２ 

６２０ 
７，４２６ 
８７０ 

３３，６７２ 
 
 

４８２ 
４８２ 

 
 

３，７９０ 
６５ 
３７３ 

１，５４４ 
△  ６３１ 
５，１４２ 

 
３９，２９６ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

53.0 

 
 
 
 

１３，５３７ 
１０，４２５ 

５９７ 
７，３９４ 
５８５ 

３２，５３９ 
 
 

８２９ 
８２９ 

 
 

４，６０７ 
８８ 
２９９ 

１，４４２ 
△  ５６７ 
５，８７１ 

 
３９，２４０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

54.7 
 
 
 資 産 合 計           

 
 

６９，６７０ 

 
 

100.0 

 
 

７４，２０５ 

 
 

100.0 

 
 

７１，７７９ 

 
 

100.0 
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（単位：百万円、未満切捨） 
当中間連結会計期間末 

 
(平成 16年９月 30日現在) 

前中間連結会計期間末 
 

(平成 15年９月 30日現在) 

 前連結会計年度の          
 要約連結貸借対照表 

(平成 16年３月 31日現在) 
        期 別 
 
 科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
（負債の部） 
 
流 動 負 債 
 支 払 手 形 及 び 買 掛 金             
 並 び に 工 事 未 払 金             
 短 期 借 入 金             
 未 払 法 人 税 等             
 未 払 費 用             
 引 当 金             
  賞 与 引 当 金            
 そ の 他             
 
  流 動 負 債 合 計 

 
 
 
 

１５，４０３ 
１１，９４３ 

７２９ 
１，５５１ 

 
１，４５４ 
２，０３９ 

 
３３，１２０ 47.6

 
 
 
 

１４，０７５ 
１５，６５８ 

６８０ 
１，６５３ 

 
１，３５５ 
１，２５１ 

 
３４，６７６ 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46.7 

 
 
 
 

１４，８４５ 
１１，５８１ 
１，１２８ 
１，５７８ 

 
１，３９６ 
１，４６１ 

 
３１，９９１ 

％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

44.6 
 
固 定 負 債 
 長 期 借 入 金             
 繰 延 税 金 負 債             
 引 当 金             
  退 職 給 付 引 当 金            
  役 員 退 職 金 引 当 金            
  特 別 修 繕 引 当 金            
  鉱 害 補 償 引 当 金            
  製 品 保 証 引 当 金 
 預 り 敷 金 ・ 保 証 金             
 連 結 調 整 勘 定             
 そ の 他             
 
  固 定 負 債 合 計 

 
 

１，６１４ 
６５６ 

 
２，３３２ 
１８２ 
８ 
６３ 
２２ 

７，４６７ 
９８８ 
－ 

 
１３，３３８ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

19.1 

 
 

４，４７３ 
７２４ 

 
２，１６６ 
２３９ 
８７ 
３３ 
－ 

８，０７４ 
８０９ 
－ 

 
１６，６１０ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

22.4 

 
 

３，７７９ 
８５６ 

 
２，４３４ 
２７８ 
１０４ 
５３ 
－ 

８，０７４ 
１，０５０ 

０ 
 

１６，６３４ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

23.2 
 
  負  債  合  計 

 
４６，４５８ 

 
66.7 

 
５１，２８６ 

 
69.1 

 
４８，６２５ 

 
67.8 

 
 （少 数 株 主 持 分） 
  少 数 株 主 持 分 

 
 

２，８２０ 

 
 

4.0 

 
 

３，６０７ 

 
 

4.9 

 
 

２，９５９ 

 
 

4.1 
（資本の部） 
 
 資 本 金             
 資 本 剰 余 金             

 利 益 剰 余 金             

 その他有価証券評価差額金 
 為 替 換 算 調 整 勘 定             
 自 己 株 式              
  資  本  合  計 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
１０，５４２ 
１，１１９ 
△  ３０１ 
△   ２７ 
２０，３９１ 

 
 

7.9 
5.1 

15.1 
1.6 

△ 0.4 
△ 0.0 

29.3 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
９，５７９ 
７６５ 

△   ７５ 
△   １６ 
１９，３１１ 

 
 

7.5 
4.7 

12.9 
1.0 

△ 0.1 
△ 0.0 

26.0 

 
 

５，５３７ 
３，５２１ 
１０，１３５ 
１，３０８ 
△  ２８７ 
△   ２１ 
２０，１９３ 

 
 

7.7 
4.9 

14.1 
1.8 

△ 0.4 
△ 0.0 

28.1 
 
 負 債 、 少 数 株 主 持 分             
 及 び 資 本 合 計             

 
 

６９，６７０ 

 
 

100.0 

 
 

７４，２０５ 

 
 

100.0 

 
 

７１，７７９ 

 
 

100.0 
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５．中間連結損益計算書 
（単位：百万円、未満切捨） 

当中間連結会計期間 
 
 (平成 16年４月１日～ 
  平成 16年９月 30日) 

前中間連結会計期間 
 
 (平成 15年４月１日～ 
  平成 15年９月 30日) 

 前連結会計年度の          
 要約連結損益計算書 
 (平成 15年４月１日～ 
  平成 16年３月 31日) 

        期 別 
 
 科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 
 
売  上  高           
売 上 原 価           
 売上総利益 

 
４０，７６８ 
３３，００２ 
７，７６５ 

％

100.0

81.0

19.0

 
３６，６０８ 
３０，２２４ 
６，３８３ 

％ 

100.0 

82.6 

17.4 

 
７５，６５７ 
６２，２７９ 
１３，３７８ 

％ 
100.0 

82.3 
17.7 

 
営

業

損

益

の

部 

 
販売費及び一般管理費 
 
 営 業 利 益 

 
５，５４６ 

 
２，２１９ 

 
13.6 

 
5.4 

 
５，０５７ 

 
１，３２６ 

 
13.8 

 
3.6 

 
１０，３７７ 

 
３，００１ 

 
13.7 

 
4.0 

営業外収益 
 受 取 利 息          
 受 取 配 当 金          
 持分法による投資利益 
 連 結 調整勘定償却           
 そ の 他          
 

３８０ 
３ 
５８ 
３０ 
６２ 

２２５ 

0.9 ２０５ 
８ 
２５ 
３３ 
４７ 
８９ 

0.6 ４３６ 
１８ 
４９ 
４１ 
９５ 

２３１ 

0.6 

 
 
 
経 
 
常 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

 
営

業

外

損

益

の

部 営業外費用 
 支 払 利 息          
 そ の 他          
 

２７９ 
８２ 
１９７ 

0.6 ２９０ 
１２８ 
１６２ 

0.8 ６４１ 
２４２ 
３９９ 

0.9 

    経 常 利 益 
 

２，３２０ 5.7 １，２４０ 3.4 ２，７９６ 
 

3.7 
 

 特 別 利 益 
  投資有価証券売却益           
  固 定 資 産 売 却 益           
  そ の 他           

１１０ 
５ 
６３ 
４０ 

0.3 ５２ 
－ 
３１ 
２０ 

0.1 
 

２５３ 
１３４ 
７５ 
４３ 

0.3  
特 
 
別 
 
損 
 
益 
 
の 
 
部 

 特 別 損 失 
  固定資産除却損・売却損 
  固 定資産減損損失 
  投資有価証券評価損           
  ゴルフ会員権評価損           
  貸 倒 引当金繰入額           
  退 職 特 別 加 算 金           
  そ の 他           
 

１，３６４ 
２４ 

１，２６７ 
０ 
４ 
－ 
－ 
６７ 

3.4 ４２９ 
２７５ 
－ 
６ 
１８ 
８８ 
２２ 
１９ 

1.2 
 
１，０２０ 
６４１ 
－ 
３０ 
２１ 
４１ 
２８ 
２５７ 

1.3 

 税金等調整前中間（当期）純利益  １，０６５ 2.6 ８６２ 2.3 ２，０２９ 2.7 

 法人税、住民税及び事業税 
 法 人 税 等 調 整 額             
 少 数 株 主 利 益            

４７３ 
１７３ 

△ １２０ 

 

1.6 
 

△0.3 

６７９ 
△ ２９０ 
１２５ 

1.0 
 

0.3 

１，５０９ 
△  ６５２ 

２６７ 

 

1.1 
 

0.4 
  中間（当期）純利益 ５４０ 1.3 ３４８ 1.0 ９０４ 1.2 
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６．中間連結剰余金計算書 
 

（単位：百万円、未満切捨） 

        期 別 
 
 科 目 

当中間連結会計期間 
 
 (平成 16年４月１日～ 
  平成 16年９月 30日) 

前中間連結会計期間 
 
 (平成 15年４月１日～ 
  平成 15年９月 30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

 (平成 15年４月１日～ 
  平成 16年３月 31日) 

 
（資本剰余金の部） 
Ⅰ．資本剰余金期首残高 
 
Ⅱ．資本剰余金増加高 
 
Ⅲ．資本剰余金減少高 
 
Ⅳ．資本剰余金期末残高 
 

 
 

３，５２１ 
 

－ 
 

－ 
 

３，５２１ 
 

 
 

３，５２１ 
 

－ 
 

－ 
 

３，５２１ 
 
 

 
 

３，５２１ 
 

－ 
 

－ 
 

３，５２１ 
 
 

 
（利益剰余金の部） 
Ⅰ．利益剰余金期首残高 
  連結剰余金期首残高 
 
Ⅱ．利益剰余金増加高 
中間（当期）純利益 

 
Ⅲ．利益剰余金減少高 
  役員賞与 
  配当金 
 
Ⅳ．利益剰余金中間期（当期）

末残高 
 

 
 
 

１０，１３５ 
 
 

５４０ 
 

１３２ 
１ 

１３１ 
 

１０，５４２ 

 
 
 

９，３６３ 
 
 

３４８ 
 

１３２ 
１ 

１３１ 
 

９，５７９ 

 
 
 

９，３６３ 
 
 

９０４ 
 

１３２ 
１ 

１３１ 
 

１０，１３５ 
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７．中間連結キャッシュ・フロー計算書            （単位：百万円、未満切捨） 
当中間連結会計年度 
自 平成 16年４月 １日 
至 平成 16年９月 30日 

前中間連結会計年度 
自 平成 15年４月 １日 
至 平成 15年９月 30日 

前連結会計年度 
自 平成 15年４月 １日 
至 平成 16年３月 31日 

 
 
 

科     目 金   額 金   額 金   額 
Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前中間（当期）純利益 １，０６５ ８６２ ２，０２９ 
   減 価 償 却 費                 １，３６５ １，４７５ ３，２３１ 
   固 定 資 産 減 損 損 失 １，２６７ － － 
   貸 倒 引 当 金 増 減 額                 ９０ ９０ ３２６ 
   賞 与 引 当 金 減 少 額                 ５８ ９９ １３０ 
   連 結 調 整 勘 定 償 却 額                 △   ６２ △   ４７ △   ９５ 
   退 職 給 付 引 当 金 増 減 額                 △  １０２ ２２２ ４９０ 
   受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金                 △   ６２ △   ３４ △   ６８ 
   支 払 利 息                 ８２ １２８ ２４２ 
   投 資 有 価 証 券 売 却 損 益                 △    ５ － △  １２６ 
   投 資 有 価 証 券 評 価 損 ０ ６ ３０ 
   持 分 法 に よ る 投 資 損 益 △   ３０ △   ３３ △   ４１ 
   固 定 資 産 除 却 損                 １６ ２２７ ６２４ 
   固 定 資 産 売 却 損 益                 △   ５５ △   ２４ △   ５８ 
   売 上 債 権 の 増 減 額                 ２８６ ８６４ １，６６６ 
   棚 卸 資 産 の 増 減 額                 △  ４０６ ８７５ ２，２８８ 
   仕 入 債 務 の 増 減 額                 ５４４ １，５１７ ２，３５３ 
   そ の 他                 ８８ △２，１６９ △１，８８５ 
     小   計 ４，１４０ ４，０６１ １１，１３７ 
   利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額                 ６２ ３７ ６９ 
   利 息 の 支 払 額                 △   ８１ △  １２８ △  ２４１ 
   法 人 税 等 の 支 払 額                 △  ９１３ △  ５５８ △  ９４４ 
   そ の 他                 ４９ ５３ １２１ 
    営業活動によるキャッシュ・フロー ３，２５７ ３，４６４ １０，１４３ 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    
   定 期 預 金 の 預 入 支 出                 △  １４８ △   ５４ △   ７６ 
   定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入                 １５８ ８５ ８５ 
   投 資 有 価 証 券 の 売 却 収 入                 ６９ － ５０９ 
   投資有価証券の取得による支出                 △   ８９ △    ５ △   ８５ 
   固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出                 △１，３２２ △１，３４１ △３，１７５ 
   固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入                 ７１ ４７ １３６ 
   そ の 他                 △   １６ △   ３０ △  ４８６ 
    投資活動によるキャッシュ・フロー △１，２７７ △１，２９８ △３，０９１ 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短 期 借 入 金 の 純 増 減 額                 △１，１５１ △１，８２３ △５，５４３ 
   長 期 借 入 れ に よ る 収 入                 ２０２ － － 
   長期借入金の返済による支出                 △  ８８１ △１，０８５ △２，０５３ 
   配 当 金 の 支 払                 △  １３１ △  １３２ △  １３１ 
   少数株主への配当金の支払額                 △    ０ △   ４０ △   ４０ 
   そ の 他                 △    ７ △  ２１７ △  ２２１ 
    財務活動によるキャッシュ・フロー △１，９６９ △３，３００ △７，９９０ 
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額                  １ △１８ △   ５５ 
Ⅴ．現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額                  １１ △１，１５２ △  ９９５ 
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高                  ３，１４１ ４，０９９ ４，０９９ 
Ⅳ．連結子会社による非連結子会社の合併 
  に伴う現金及び現金同等物の増加額 

 
－ 

 
－ 

 
３６ 

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高                  ３，１５３ ２，９４７ ３，１４１ 
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【中間連結財務諸表に関する注記】 
 
Ⅰ．中間連結財務諸表作成の基本となる事項等 
 
 １．連結の範囲に関する事項 
   (1) 連結子会社の数 ９社 
     主要な連結子会社の名称は、「企業集団の状況」に記載しているため省略しています。 
  (2) 主要な非連結子会社の名称等 
     主要な非連結子会社名…三保産業(株) 
     連結の範囲から除いた理由 
       非連結子会社１３社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、中間純損益及び剰余 

金（持分に見合う額）は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためです。 
 
 ２．持分法の適用に関する事項 
   (1) 持分法適用の関連会社数 ２社（(株)ＳＮリフラテクチュア東海、菊竹産業(株)） 
   (2) 持分法を適用しない理由 
      持分法非適用会社は、それぞれ中間連結純損益及び中間連結剰余金に及ぼす影響が軽微であ 
     り、かつ全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しています。 
 
 ３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
       連結子会社のうち AMR REFRACTARIOS,S.A.、無錫黒崎蘇嘉耐火材料有限公司、 
    HARIMIC(MALAYSIA)SDN.BHD.及び Krosaki USA Inc.の中間決算日は６月３０日です。 
     中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との 
    間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。 
 
 ４．会計処理基準に関する事項 
  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
    ① 有価証券 
      その他有価証券 
       時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に 
               より処理し、売却原価は主として移動平均法により算定しています。） 
        時価のないもの…移動平均法による原価法 
      ② デリバティブ 
           時価法 
      ③ 棚卸資産 
      移動平均法による原価法 
       但し、半成工事及び未成工事支出金は個別法による原価法 
 
   (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
    ① 有形固定資産 
     a) 当社及び国内連結子会社 
       主として定率法 
        但し、不動産事業に係る建物、設備及び築炉事業にかかる有形固定資産の内、一部ユー 
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       ザー構内にある装置については定額法によっています。 
        なお、耐用年数については、原則として法人税法所定の耐用年数を採用していますが、 
       窯炉・機械装置については、一部会社所定の耐用年数を採用しています。（トンネル窯・ 
       法定耐用年数７年を６年、機械装置・法定耐用年数１２年を１１年） 
        b) 在外連結子会社は主として定額法によっています。 
      ② 無形固定資産 
     1.ソフトウェアを除く無形固定資産は定額法 
         2.ソフトウェア 
            自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法。 
    ③ 長期前払費用…定額法 
 
   (3) 重要な引当金の計上基準 
    ① 貸倒引当金 
            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債 

権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。 
    ② 賞与引当金 
      従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しています。 
    ③ 退職給付引当金 
           従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の 
     見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しています。 
      会計基準変更時差異（５，７５０百万円）については、１０年による按分額を販売費及び一 
     般管理費に計上しています。 
      また、数理計算上の差異については、１０年による定額法で按分した額をそれぞれ発生の翌 
     事業年度より費用処理しています。過去勤務債務については、１０年による定額法で按分した 
     額を発生年度より処理しています。 
      ④ 役員退職金引当金 
      役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく中間期末要支給額を計 
     上しています。 
      ⑤ 特別修繕引当金 
      高温焼成トンネル窯の焼成帯部分の取替大修理に備えて、その取替費用を見積の上４年間で 
     均等に計上しています。 
      ⑥ 鉱害補償引当金 
      連結子会社の黒崎産業(株)の鉱害の発生に備えて、過去の支払実績を参考に見込額を 
     計上しています。 
    ⑦ 製品保証引当金 
      建材事業（その他の事業）の製品「陶板外壁材」の品質保証に備えるために、実績等を加味 
     した見込額を計上しています。 
 
   (4) リース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 
    ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 
 
  (5) 重要なヘッジ会計の方法 
      ① ヘッジ会計の方法 
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      繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務に 
     ついては、振当処理を行っています。 
 
      ② ヘッジ手段とヘッジ対象 
           ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引 
      ヘッジ対象：外貨建予定取引、借入金 
    ③ ヘッジ方針 
      為替予約取引については、外国為替変動リスクをヘッジする目的で実需の範囲内においての 
     み実施し、収益確保を目的としたディーリングは実施しないこととしています。また、金利ス 
     ワップ取引等については、借入金に係る金利コストの引き下げ、もしくは将来予想される調達 
     コストの引き下げを目的とし、実需に伴う取引に限定し投機的な取引は実施しないこととして 
     います。 
      ④ ヘッジ有効性評価の方法 
           ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動または 
     キャッシュ・フロー変動の累計との間に高い相関関係があることを認識し有効性の評価として 
     います。 
 
  (6) その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 
      ① 消費税等の会計処理 
      税抜方式によっています。 
           なお、仮払消費税と仮受消費税は相殺し、流動負債のその他に含めています。 
    ② 法人税等の会計処理 
      中間連結会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は当社及び連結子会社の当事業年度に 
     おいて予定している利益処分による圧縮積立金等の取崩し及び繰り入れを前提として当中間連 
     結会計期間に係る金額を計算しています。 
 
 ５．中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金（現金及び 
   現金同等物）は、手許資金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変 
   動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から 
   なっています。 
 
 
Ⅱ．会計方針の変更 
 
   「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14年８月９日） 
  及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成 15年 10月 
  31日）が平成 16年３月 31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることに 
  なったことに伴い、当期から同会計基準及び同適用指針を適用しています。 
   これにより、営業利益及び経常利益は１４百万円増加し、税金等調整前中間純利益は、１，２５３ 
  百万円減少しています。 
   なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき、各資産の金額から直接控 
  除しています。 
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Ⅲ．注記事項 
 
 １．連結貸借対照表及び連結損益計算書関係 
                  平成 16年９月 30日現在  平成 15年９月 30日現在  平成 16年３月 31日現在 

  (1) 受取手形割引高             3百万円      225百万円        －百万円 
  (2) 受取手形裏書譲渡高           －百万円       6百万円       12百万円 
  (3) 担保資産及び対応債務 
   ①担保資産（有形固定資産）     9,137百万円     12,167百万円     10,229百万円 
    対応債務（長期借入金）      4,376百万円     5,819百万円     4,936百万円 
        （内１年以内返済予定分）  （2,790百万円）  （ 1,603百万円）  （ 1,292百万円） 
        （短期借入金）      1,040百万円       580百万円     1,040百万円 
   ②担保資産（投資有価証券）      680百万円      602百万円       769百万円 
    対応債務（短期借入金）       1,400百万円     1,450百万円     1,600百万円 
 
  (4) 偶発債務 
      債務保証              584百万円      561百万円      598百万円 
     経営指導念書             －百万円     328百万円      325百万円 
 
  (5) 債権流動化による遡及義務 
     手形譲渡高            1,484百万円     －          － 
     売掛債権額             859百万円     －        1,828百万円 
 
  (6) 減損損失 
     減損損失を把握するにあたっては、資産のグルーピングを事業別、事業所別を原則とし、それ 
    ぞれ独立したキャッシュ・フローを生み出す単位としています。 
     回収可能価額は正味売却価額とし、使用価値の算定にあたっての割引率は５％を適用しています。 
     その結果、近年の地価下落傾向で帳簿価額に対し、時価が著しく下落している貝塚市にある土 
    地及び建物と使用価値が著しく下落していると認められる一部設備、さらには今後の利用計画が 
    なく使用価値が見込めない原料地、鉱業権について減損損失を特別損失として １，２６７百万 
    円計上しています。 
 
 ２．中間連結キャッシュ・フロー計算書関係 

当中間連結会計期間 
自 平成１６年４月 １日 
至 平成１６年９月３０日 

前中間連結会計期間 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１５年９月３０日 

前連結会計期間 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

 現金及び現金同等物の期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されてい

る科目と金額の関係 
 （平成１６年９月３０日現在） 

 現金及び預金勘定  3,344百万円 
 預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金 △  191百万円 
 現金及び現金同等物 3,153百万円 

 現金及び現金同等物の期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されてい

る科目と金額の関係 
 （平成１５年９月３０日現在） 

 現金及び預金勘定  3,144百万円 
 預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金  △１97百万円 
 現金及び現金同等物 2,947百万円 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に記載されている科

目と金額の関係 
 （平成１６年３月３１日現在） 

 現金及び預金勘定  3,342百万円 
 預入期間が３ヶ月 
 を超える定期預金 △  201百万円 
 現金及び現金同等物 3,141百万円 
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８．セグメント情報 
 （イ）事業の種類別セグメント情報 
 
 当中間連結会計期間（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日）    （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

耐 火 物 
 

事  業 

 
築炉事業 

不 動 産 
 

事  業 

ファイン 
セラミッ 
クス事業 

そ の 他 
 

の 事 業 

 
計 

消去又は 
 

全  社 

 
連  結 

 
 

29,476 

 
 

5,613 

 
 

514 

 
 

3,683 

 
 

1,480 

 
 

40,768 

 
 

－ 

 
 

40,768 

Ⅰ．売上高及び営業損益 
   売上高 
 (1)外部顧客に対する売上高 
 (2)セグメント間の内部売上 
  高又は振替高 

 
26 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
26 

 
(  26) 

 
－ 

 
計 

 
29,503 

 
5,613 

 
514 

 
3,683 

 
1,480 

 
40,794 

 
(  26) 

 
40,768 

 
営 業 費 用 

 
27,750 

 
5,062 

 
261 

 
3,299 

 
1,431 

 
37,804 

 
744 

 
38,548 

 
営 業 利 益 

 
1,753 

 
550 

 
253 

 
383 

 
48 

 
2,989 

 
(  770) 

 
2,219 

 
 前中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）    （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

耐 火 物 
 

事  業 

 
築炉事業 

不 動 産 
 

事  業 

ファイン 
セラミッ 
クス事業 

そ の 他 
 

の 事 業 

 
計 

消去又は 
 

全  社 

 
連  結 

 
 

26,194 

 
 

6,099 

 
 

514 

 
 

2,724 

 
 

1,075 

 
 

36,608 

 
 

－ 

 
 

36,608 

Ⅰ．売上高及び営業損益 
   売上高 
 (1)外部顧客に対する売上高 
 (2)セグメント間の内部売上 
  高又は振替高 

 
24 

 
－ 

 
－ 

 
0 

 
－ 

 
24 

 
(24) 

 
－ 

 
計 

 
26,218 

 
6,099 

 
514 

 
2,724 

 
1,075 

 
36,632 

 
(24) 

 
36,608 

 
営 業 費 用 

 
25,176 

 
5,613 

 
278 

 
2,430 

 
1,060 

 
34,558 

 
724 

 
35,282 

 
営 業 利 益 

 
1,042 

 
486 

 
236 

 
293 

 
15 

 
2,074 

 
(748) 

 
1,326 

 
 前連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）      （単位：百万円、未満切捨） 

 
 

耐 火 物 
 

事  業 

 
築炉事業 

不 動 産 
 

事  業 

ファイン 
セラミッ 
クス事業 

そ の 他 
 

の 事 業 

 
計 

消去又は 
 

全  社 

 
連  結 

 
 

54,248 

 
 

11,681 

 
 

1,026 

 
 

6,038 

 
 

2,662 

 
 

75,657 

 
 

－ 

 
 

75,657 

Ⅰ．売上高及び営業損益 
   売上高 
 (1)外部顧客に対する売上高 
 (2)セグメント間の内部売上 
  高又は振替高 

 
52 

 
－ 

 
－ 

 
0 

 
－ 

 
52 

 
(52) 

 
－ 

 
計 

 
54,301 

 
11,681 

 
1,026 

 
6,038 

 
2,662 

 
75,710 

 
(52) 

 
75,657 

 
営 業 費 用 

 
51,926 

 
10,931 

 
546 

 
5,412 

 
2,570 

 
71,388 

 
1,268 

 
72,656 

 
営 業 利 益 

 
2,374 

 
749 

 
480 

 
625 

 
92 

 
4,322 

 
(1,321) 

 
3,001 
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（注１）① 事業区分の決定方法 
            事業区分は売上集計区分によっています｡ 
     ② 各セグメントの主な内容 
            耐火物事業には、原材料売上を含みます。 
            築炉事業は築炉工事の他、用役、装置売上及びノウハウ収入を含みます｡ 
            不動産事業は、不動産賃貸の他、不動産販売を含みます。 
      ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上です。 
            その他の事業は、石灰、景観材及び建材商品売上です。 
 （注２）営業費用のうち消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 

  ７７０百万円、前中間連結会計期間 ７４８百万円、前連結会計年度 １，３２１百万円であり、 
これは親会社の管理部門の費用です。 

 
 （ロ）所在地別セグメント情報 
        前連結会計年度及び当中間連結会計期間において、全セグメントの売上高の合計及び全セグ 
    メントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、連 
    結財務諸表規則取扱要領第３９の３に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略していま 
    す。 
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 （ハ）海外売上高 
     当中間連結会計期間（平成１６年４月１日～平成１６年９月３０日） 

（単位：百万円、未満切捨） 
 
 

 
アジア 

 
欧 州 

 
その他の地域 

 
計 

 
Ⅰ．海外売上高 

 
２，２８２ 

 
２，００６ 

 
２，２５１ 

 
６，５３９ 

 
Ⅱ．連結売上高 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
４０，７６８ 

 
Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 

 
５．６％ 

 
４．９％ 

 
５．５％ 

 
１６．０％ 

 
 
     前中間連結会計期間（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 

（単位：百万円、未満切捨） 
 
 

 
アジア 

 
欧 州 

 
その他の地域 

 
計 

 
Ⅰ．海外売上高 

 
１，３３１ 

 
１，８７５ 

 
１，４８７ 

 
４，６９４ 

 
Ⅱ．連結売上高 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
３６，６０８ 

 
Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 

 
３．６％ 

 
５．１％ 

 
４．１％ 

 
１２．８％ 

 
 
     前連結会計年度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

（単位：百万円、未満切捨） 
 
 

 
アジア 

 
欧 州 

 
その他の地域 

 
計 

 
Ⅰ．海外売上高 

 
２，８３９ 

 
３，４７６ 

 
３，２３０ 

 
９，５４７ 

 
Ⅱ．連結売上高 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
７５，６５７ 

 
Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合 

 
３．７％ 

 
４．６％ 

 
４．３％ 

 
１２．６％ 

 
     （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 
           ２．各区分に属する主な国または地域 
             (1) アジア      …台湾、韓国、中国 
             (2) 欧 州      …スペイン、オランダ 
             (3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ合衆国 
      ３．海外売上高は、親会社及び本国に所在する連結子会社の輸出高並びに本国以外に所在する 
        連結子会社の売上高の合計額（但し、連結会社間の内部売上は除く）です。 
 
 
 
 
 



                                          【連結】 

 20 

 
９．有価証券関係 
 
 ＜当中間連結会計期間末；平成１６年９月３０日＞ 
 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
              取得原価    中間連結貸借対照表計上額    差 額   
  (1) その他       11百万円           11百万円     △ 0百万円 
 
 ２．その他有価証券で時価のあるもの 
              取得原価    中間連結貸借対照表計上額    差 額   
  (1) 株式       1,408百万円         3,411百万円     2,002百万円 
  (2) 債券         10              12          2 
  (3) その他        5              7          2    
    合計       1,423            3,431        2,007 
 
 ３．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                      中間連結貸借対照表計上額 
  (1) その他有価証券 
     非上場株式（店頭売買株式を除く）        140百万円 
  (2) 子会社、関連会社株式               621 
 
 ＜前中間連結会計期間末；平成１５年９月３０日＞ 
 １．その他有価証券で時価のあるもの 
              取得原価    中間連結貸借対照表計上額    差 額   
  (1) 株式       1,657百万円         3,022百万円     1,365百万円 
  (2) 債券         10              12          2 
  (3) その他         5              7          1     
    合計       1,672            3,041        1,369 
 
 ２．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 
                      中間連結貸借対照表計上額 
  (1) 満期保有目的の債券                  
     非上場債券                  57百万円 
  (2) その他有価証券 
     非上場株式（店頭売買株式を除く）       102 
  (3) 子会社、関連会社株式               646 
 
 ＜前連結会計年度末；平成１６年３月３１日＞ 
 １．その他有価証券で時価のあるもの 
              取得原価      連結貸借対照表計上額    差 額   
  (1) 株式       1,471百万円         3,838百万円     2,367百万円 
  (2) 債券         10              12          2 
  (3) その他        5              8          2     
    合計       1,487            3,859        2,372 



                                          【連結】 

 21 

 ２．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 
                        連結貸借対照表計上額 
  (1) 満期保有目的の債券                51百万円 
  (2) その他有価証券 
     非上場株式（店頭売買株式を除く）        91 
  (3) 子会社、関連会社株式              656 
 
 
１０．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
  半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示をおこなうため記載を省略しています。 
 
 
１１．リース取引 
  半期報告書についてＥＤＩＮＥＴにより開示をおこなうため記載を省略しています。 
 
 
１２．生産、受注及び販売の状況 
（１）製品別売上高 

（単位；百万円、未満切捨） 
当中間連結会計期間 
自 平成 16年 4月 １日 
至 平成 16年９月 30日 

前中間連結会計期間 
自 平成 15年 4月 １日 
至 平成 15年９月 30日 

前連結会計年度 
自 平成 15年 4月 １日 
至 平成 16年 3月 31日 

 
        期 
 
  区  別 売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比 売 上 高 構 成 比 
耐火物事業 ２９，４７６ ７２.３％ ２６，１９４ ７１.６％ ５４，２４８ ７１.７％ 
築炉事業 ５，６１３ １３.８％ ６，０９９ １６.７％ １１，６８１ １５.４％ 
不動産事業 ５１４ １.３％ ５１４ １.４％ １，０２６ １.４％ 
ファインセラミックス事業 ３，６８３ ９.０％ ２，７２４ ７.４％ ６，０３８ ８.０％ 
その他の事業 １，４８０ ３.６％ １，０７５ ２.９％ ２，６６２ ３.５％ 
合計 ４０，７６８ １００.０％ ３６，６０８ １００.０％ ７５，６５７ １００.０％ 

 
（２）製品別受注高及び受注残高 

（単位；百万円、未満切捨） 
当中間連結会計期間 
自 平成 16年 4月 １日 
至 平成 16年９月 30日 

前中間連結会計期間 
自 平成 15年 4月 １日 
至 平成 15年９月 30日 

前連結会計年度 
自 平成 15年 4月 １日 
至 平成 16年 3月 31日 

 
        期 
 
  区  別 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 受 注 高 受注残高 
耐火物事業 ２９，７６８ ３，２３７ ２９，２３０ ４，６５９ ５５，７８６ ３，２１４ 
築炉事業 ５，７２１ ９０９ ６，６１１ ９１０ １１，７２１ ８４２ 
ファインセラミックス事業 ３，７３０ ４０６ ３，０３７ ３５２ ６，０４３ ３４２ 
その他の事業 １，６１０ ３０３ １，１６８ ２９５ ２，６２７ １６７ 
合計 ４０，８２９ ４，８５６ ４０，０４８ ６，２１７ ７６，１７７ ４，５６５ 

  （注）１．不動産事業については、受注活動にそぐわないため除外しております。 
 

以 上 
 




